
議案第２０号 

 

令和５年度 印南町一般会計予算 

 

令和５年度 印南町一般会計予算は、次に定めるところによる。 

 

  （歳入歳出予算） 

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ ５，５６０，７８１ 千円と定

める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は「第１表 歳入歳出予算」

による。 

（地方債）  

第２条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債

の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第３条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高

額は、 ５００，０００ 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費

の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 （１）各項に計上した経費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内で

のこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令和５年３月９日提出 

印南町長 日裏 勝己 



1 940,432

1 町民税 291,501

2 固定資産税 579,021

3 軽自動車税 39,910

4 町たばこ税 30,000

2 71,683

1 自動車重量譲与税 45,000

2 地方揮発油譲与税 14,000

3 森林環境譲与税 12,683

3 400

1 利子割交付金 400

4 8,000

1 配当割交付金 8,000

5 6,700

1 株式等譲渡所得割交付金 6,700

6 9,400

1 法人事業税交付金 9,400

7 177,000

1 地方消費税交付金 177,000

8 31,000

1 ゴルフ場利用税交付金 31,000

9 4,800

1 環境性能割交付金 4,800

10 6,000

1 地方特例交付金 4,000

2 新型コロナウイルス対策地方税減収補填特別交付金 2,000

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

金　　　　　額

 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項



11 2,090,000

1 地方交付税 2,090,000

12 780

1 交通安全対策特別交付金 780

13 13,655

1 負担金 13,655

14 61,852

1 使用料 40,145

2 手数料 21,707

15 823,003

1 国庫負担金 205,414

2 国庫補助金 615,109

3 国庫委託金 2,480

16 502,962

1 県負担金 387,801

2 県補助金 96,829

3 県委託金 18,332

17 11,471

1 財産運用収入 11,470

2 財産売払収入 1

18 100,001

1 寄附金 100,001

19 185,771

1 基金繰入金 185,771

20 80,000

1 繰越金 80,000

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

金　　　　　額

 千円

款 項



21 29,071

1 延滞金加算金 81

2 預金利子 1

3 雑入 22,609

4 受託事業収入 6,380

22 406,800

1 町債 406,800

5,560,781

諸収入

町債

歳　　入　　合　　計

金　　　　　額

 千円

款 項



1 65,266

1 議会費 65,266

2 891,563

1 総務管理費 776,837

2 徴税費 63,810

3 戸籍住民基本台帳費 28,759

4 選挙費 20,530

5 統計調査費 1,247

6 監査委員費 380

3 1,068,175

1 社会福祉費 953,667

2 児童福祉費 114,138

3 生活保護費 370

4 653,786

1 保健衛生費 400,182

2 清掃費 187,295

3 水道費 66,309

5 161,339

1 農業費 120,916

2 林業費 27,306

3 水産業費 13,117

6 17,325

1 商工費 17,325

7 1,174,528

1 土木管理費 44,707

2 道路橋梁費 819,385

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

款

歳　　出

項 金　　　　　額

 千円

議会費



3 河川費 2,378

4 砂防費 1,100

5 住宅費 8,964

6 地籍調査費 297,994

8 177,539

1 消防費 177,539

9 646,816

1 教育総務費 64,628

2 小学校費 104,162

3 中学校費 74,598

4 社会教育費 46,794

5 保健体育費 22,734

6 幼児対策費 333,900

10 11,013

1 農林水産業施設災害復旧費 2,531

2 公共土木施設災害復旧費 8,482

11 688,431

1 公債費 688,431

12 5,000

1 予備費 5,000

5,560,781

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

項 金　　　　　額款

 千円



１　総　　括

（歳　　入）

1 町税 940,432 946,443 △6,011

2 地方譲与税 71,683 71,696 △13

3 利子割交付金 400 800 △400

4 配当割交付金 8,000 4,000 4,000

5 株式等譲渡所得割交付金 6,700 5,900 800

6 法人事業税交付金 9,400 4,200 5,200

7 地方消費税交付金 177,000 130,000 47,000

8 ゴルフ場利用税交付金 31,000 26,000 5,000

9 環境性能割交付金 4,800 8,700 △3,900

10 地方特例交付金 6,000 7,000 △1,000

11 地方交付税 2,090,000 2,090,000 0

12 交通安全対策特別交付金 780 870 △90

13 分担金及び負担金 13,655 14,504 △849

14 使用料及び手数料 61,852 58,959 2,893

15 国庫支出金 823,003 830,558 △7,555

16 県支出金 502,962 464,165 38,797

17 財産収入 11,471 11,471 0

18 寄附金 100,001 100,001 0

19 繰入金 185,771 226,349 △40,578

20 繰越金 80,000 80,000 0

21 諸収入 29,071 21,532 7,539

22 町債 406,800 1,399,000 △992,200

5,560,781 6,502,148 △941,367歳　　入　　合　　計

 千円  千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較

 千円





























































































































































































 第２表 地方債 

  
（単位：千円） 

 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

過疎対策事業債 ３８２，８００ 証書借入 

年３．０％ 以内（ただ

し、利率見直し方式で

借り入れる政府資金

及び地方公共団体金

融機構資金について、

利率の見直しを行な

った後においては、当

該見直し後の利率） 

政府資金については、その

融資条件により、銀行その

他の場合にはその債権者と

協定するものによる。ただ

し、町財政上の都合により

据置期間及び償還期限を短

縮し、又は繰上償還もしく

は低利に借換えすることが

できる。 

緊急防災・減災

事業債 
５，０００ 〃 〃 〃 

臨時財政対策債  １９，０００ 〃 〃 〃 

計 ４０６，８００    



1.特別職 (単位：千円)

2.一般職

(1)総括 (単位：千円)

(単位：千円)

0

269,459

△ 1,884

0

977

宿日直手当

0

△ 1,275

2,358

管理職特別
勤務手当

91

地域手当通勤手当

12,528

11,6783,625

850 9

職員数

△ 232

共済費

△ 1,490

530,847

△ 366

0

105,369

比
較

区分

138,667

14,598

0

0

管理職手当

計

448,234

2,242

80,371

84,103

△ 3,732

450,476

△ 366

532,337

合計

△ 195

住居手当

0

134,360

給　与　費

△ 366

備考

前年度

比　較

(28)

(29)

△ 181

91

前年度 101,102

本年度

区分

合計

△ 561

32,365

22,227

52,556

107,709

37

32,328

107,148

備考

52,788

22,593

共済費

0

給　与　費

その他
手　当

計

3,970

報酬

△ 366

0

△ 232

0

22,080 14,358

34,080

給料
期末手当
年間支給率
2.4(月分)

0

28,395

6,315

0

0

3,933

0

37

28,395

議員 0

7,334

△ 260

3,633

93,111

その他の
特 別 職

8,043

報酬

超勤手当

△ （1)

44,234

44,415

7,074

扶養手当

0

0

職員手当

0

給料

本年度

比　較

職員手当
の 内 訳

計 559

長等 3

その他の
特 別 職

区分 職員数

議員

22,227

0

0 22,080

0

計

その他の
特 別 職 572

長等

議員 12

22,593

34,080前
年
度

12本
年
度

0

56,673

長等

544

3

1,6405,040

66056

0 4,380

3,681

968 1,640

10,433

0

42,123

22,227

22,593

92,745 14,403

42,123

備考　職員数欄における（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員についての外書きである。

期末勤勉手当

4,307

4,267

0

0

14,358

0

計

267,575

587

0

6,315

8,043

0

0 0

0

0

△ 28 0△ 366

0

0

0

△ 28

10,665

給　　与　　費　　明　　細　　書

0 0

0

22,0800

56,307 22,080

0

一般会計



ア　会計年度任用職員以外の職員 (単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

(単位：千円)

職員手当 計
共済費

(28)

977

1,640

89,358

13,442 89,570

比　較 4,209 0 9△ 260 56

44,234 20,239 13,500

前年度 12,942

5,040

イ　会計年度任用職員

区分 職員数
給　与　費

77,973

0

備考　職員数欄における（　）内は、パートタイム会計年度任用職員についての外書きである。

比　較
△ （1)

△ 181

1,640

給料

区分 職員数

81

職員手当
の 内 訳

本年度

前年度 9687,334 3,125 11,678 3,633

(0)

(0)

区分 期末勤勉手当

88,160

給　与　費

扶養手当

本年度

比　較

前年度

(0)

△ 1,275

4,249

備考

247,3360

0 249,859

81

報酬 給料

125,167

120,918

△ 3,004

92,369 7,074 3,181 12,528 2,358

住居手当

370,777

0
△ 2,5230

通勤手当 超勤手当

1,726

計

12,113

△ 212

本年度 13,000

区分

77,45744,415

合計

442,767

△ 1,278

372,503 68,986 441,489

職員手当

71,990

共済費

比　較 58

職員手当
の 内 訳 500

通勤手当期末勤勉手当

0

500

△ 728

0

管理職手当
管理職特別
勤務手当地域手当

備考　職員数欄における（　）内は、再任用短時間勤務職員についての外書きである。

宿日直手当

0

850

58 516

19,600

0

639

前年度

本年度

4,380

合計

10

(29)

10

備考
報酬

11,385

660

一般会計



(2)給料及び職員手当の増減額の明細

(3)給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当りの給与

イ　初任給

ウ　級別職員数

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

７級 0.0 0.0 0.0 - - 0.0

６級 9.5 14.3 16.7 - - 0.0

５級 7.9 14.3 16.7 - - 0.0

４級 11.1 14.3 0.0 - - 100.0

３級 22.2 14.3 0.0 - - 0.0

２級 27.0 28.6 33.3 - - 0.0

１級 22.2 14.3 33.3 - - 0.0

計 100.0 100.0 100.0 - - 100.0

７級 0.0 0.0 0.0 - - 0.0

６級 11.1 14.3 0.0 - - 0.0

５級 7.9 0.0 33.3 - - 0.0

４級 11.1 28.6 16.7 - - 100.0

３級 25.4 42.9 0.0 - - 0.0

２級 25.4 14.3 16.7 - - 0.0

１級 19.0 0.0 33.3 - - 0.0

計 100.0 100.0 100.0 - - 100.0

△ 1,884

看護保健職 技能労務職

1
0
0

0

0
0

7

63
14 1

2

0 0

14

293,867

307,034

区分 級

2
2

6

0

1

職員数

1

7

1

17

16 1

R5
年
2月
1日
現
在

大学卒

国の制度

職員数

高校卒

区分

一般行政職
職員数

6
0

令和5年2月1日現在

令和4年2月1日現在

185,200

154,600

平均給与月額(円)

33.8

262,146

293,814

270,216

平均年齢　（才)

平均給与月額(円)

平均給料月額(円)

一般行政職

185,200

平均年齢　（才)

291,257

36.4

299,086

319,471

282,838

平均給料月額(円)

154,600

一般行政職

39.9

昇 給 に 伴 う 増 加 分

△ 5,273そ の 他 の 増 減 分

-

1,511

税務職

備考

そ の 他 の 増 減 分

区分 一般行政職

勤勉手当支給率変更・給
与改定等による増

282,386

制度改正に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

給 　 料

職員手当

-

-

-

36.0

0

0
0

0 0

1
0

0

-

-

-

-

355,300

-

その他の教育職
職員数

0
0

35.0

幼稚園教育職

0

0

6

（級別の標準的な職務内容）

区分

R4
年
2月
1日
現
在 12

一般行政職 主事

２級

017
5
7 2

0

16 3

0 0

主査

2
1

３級 ４級

係長・主任 課長補佐

６級

課長 参事

７級５級

0

39.3

-

290,883 327,500

347,500

看護保健職
職員数

税務職
職員数

0

技能労務職

0
1
0

01

36.2

0

0
0
1

0
0

0

0

5
0

0

0

0
0

0
0

0
0

-

区分 増減額(千円) 説明

幼稚園
教育職

-

1,710

37.5

1,878

採用・退職の差等による
増

2,597
4,307

275,817

増減事由別内訳(千円)

1

0
0

0

副課長・主幹

0

0

2 0
1

00

0

0

１級

63 7

1
0

335,300

採用・退職の差等による
減

その他の
教育職

一般会計



エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 (単位：月）

5

昇給に係る職員数　B (人)

4.4

備考　（　）内は，再任用職員の支給率。

本年度

前年度

国の制度

(1.15) (1.15) (2.30)

(1.125) (1.125) (2.25)

(1.15) (1.15) (2.30)

支給率等

職員数　A　（人) 77

有

本
年
度

50

100.0

比率 B/A (%) 92.2

昇給級数
内　　訳

66

77

6号給　(人)

一 般
行 政 職

昇給級数
内　　訳

0

4

3

区分

前
年
度

1号給　(人)

85.7 66.7

税 務 職

5

看 護
保 健 職

6

1 0

昇給に係る職員数　B (人)

合計

11

0

支給期別支給率

3号給　(人)

比率 B/A (%) 100.0

4号給　(人)

1号給　(人)

60

2号給　(人)

6号給　(人) 0

71

0

国の制度(支給率等)

66

24.586875

24.586875

25年勤続の
者(月分)

7

2.20

33.27075

33.27075

6月（月分）

2.202.20

12月（月分）
区分

52

4

区分

7

61

4号給　(人)

2.15

20年勤続の
者(月分)

2.15

区分

職員数　A　（人)

2.20

0

3号給　(人)

95.2

5

0

0

10

0

0

0

1

0

0

0

0

4 1

0

0

00

4

100.0 0.0 100.0

支給率計
 職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備考

0 0

0 0

10

3

0

5

0

0

5

100.0

0

15

0 0

0

0.0 100.0

0 1

0 0

10

その他の
教育職

技 能
労 務 職

00

1

0

5

0

備考

47.709

47.709

その他の
加算措置

-

-

最高限度

4.3

35年勤続の
者(月分)

47.709

47.709

4.4

有

有

7 6

その他の
教育職

077

一 般
行 政 職 税 務 職

63

看 護
保 健 職

0

02号給　(人)

合計

1

技 能
労 務 職

0

60

一般会計



キ　地域手当

ク　特殊勤務手当

ケ　その他の手当

-

支 給 対 象 地 域

支 給 率 (%)

車の使用距離が片道3ｋm以上の場
合に限り、1ｋm当り単価800円に距
離（ｷﾛ数）を乗じて得た額。

区分

通勤手当

国の手当との異同

扶養手当 -

住居手当 同

-

差異の内容区分

代表的な特殊勤務手当の名称

給料総額に対する比率 (%) -

-

支給対象職員の比率 (%)

全職種

異

同

-

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率 (%)

-

-

町内全域

支 給 対 象 職 員 数
( 人 )

一般会計



                                                                                          (単位:千円)

前 々 年 度 末 前年度末現在高 当該年度末現在高

 区 分 当 該 年 度 中 当該年度中元金

 現  在  高  見　込　額 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額  見  込  額

(1,811,000)

 １ 普通債 7,111,645 8,089,976 406,800 632,816 7,863,960

(85,000)

  (1)総務債 3,978,456 3,705,438 66,600 338,732 3,433,306

(783,500)

  (2)民生債 52,500 836,000 0 0 836,000

(17,500)

  (3)衛生債 25,900 43,400 22,000 1,655 63,745

(60,500)

  (4)農林水産債 284,862 274,910 0 19,879 255,031

(493,000)

  (5)土木債 1,597,891 1,796,910 318,200 149,735 1,965,375

(3,400)

  (6)住宅債 555,598 529,358 0 35,047 494,311

(0)

  (7)消防債 15,789 9,940 0 4,660 5,280

(368,100)

  (8)教育債 600,649 894,020 0 83,108 810,912

(0)

 ２ 災害復旧債 117,398 91,191 0 17,017 74,174

(0)

  (1)土木債 108,940 85,310 0 15,313 69,997

(0)

  (2)農林水産債 8,458 5,881 0 1,704 4,177

(1,811,000)

  合      計 7,229,043 8,181,167 406,800 649,833 7,938,134

        ( 注 )  前年度末現在高見込額欄の(    )内は、令和４年度中起債額(又は見込額)である。

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

 当 該 年 度 中 増 減 見 込



 

 

 

 

 

 

地方自治法施行令第１４４条第１項第５号の規定 

による予算に関する説明書 

 

（その他予算の内容を明らかにする為必要な書類） 









（歳入）

　・地方消費税交付金　　　　　　　　　　： 177,000千円

　　　うち引き上げ分（社会保障財源化分）： 104,000千円

（歳出）

　・社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費：505,271千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】

（単位：千円）

 国・県支出金 地方債 その他
社会保障財
源化分の市
町村交付金

その他

障害福祉事業 251,818 177,160 38,335 36,323

保健福祉医療事業 55,145 17,753 7,600 15,297 14,495

児童福祉事業 102,660 86,670 8,210 7,780

低所得者保険料軽減 14,129 10,596 1,814 1,719

小計 423,752 292,179 7,600 63,656 60,317

保健衛生事業 81,519 2,932 19 40,344 38,224

小計 81,519 2,932 19 40,344 38,224

505,271 295,111 7,600 19 104,000 98,541

社
会
福
祉

保
健
衛
生

合　計

引き上げ分の地方消費税収に伴う市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費

その他社会保障施策に要する経費

事　業　名 経　費

財　源　内　訳

特定財源 一般財源


